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　１９９２年に制定された「絶滅のおそ
れのある野生動植物の種の保存に
関する法律 （以下、種の保存法）」が
今国会で一部改正される。
　制定以来、２１年ぶりの改正である。
主な改正点は、①違法な譲渡し等に
ついて罰則の量刑を大幅に引き上
げる、②譲渡し等が禁止されている
希少野生動植物について、 インター
ネットの掲載も禁止する、③認定を受
けた者が保護増殖事業として行う個
体等の譲渡しについて大臣の許可を
不要とする、の３点である。これらの
改正点のうち、特に①については、大
幅に罰金が引き上げられることから、
かねてより問題とされてきた希少野
生生物の違法取引犯罪および再犯
を抑止することが期待される。また、
②についても、インターネット上の安
易な違法取引が増え続けている昨
今、時代を見据えた改正点として評
価できる。
　このように、歓迎すべき点はいくつ
かあるものの、今回の改正案では、国
内の希少種を保全する法的な手当

は何もなく、２１年ぶりにやっとたどり
着いた改正としては不十分と言わざ
るを得ない。そこで、種の保存法の根
本的な問題点を明確にする。

　種の保存法が制定される２０年前
に、二国間の渡り鳥保護条約で絶滅
のおそれのある鳥類として通報の
あった種について、輸出入の規制お
よび取引規制を行う法律として特殊
鳥類の譲渡等の規制に関する法律（１
９７２年）が制定された。この国内法の
整備が整ったことにより、日本は、日
米渡り鳥条約、日豪渡り鳥協定、日中
渡り鳥協定および日ソ渡り鳥条約を
締結している。
　一方、種の保存法が制定される１７
年前、１９７２年の国連人間環境会議に
おいて「特定の種の野生動植物の輸
出、輸入および輸送に関する条約案
を作成し、採択するために、政府や政
府組織の主催による会議を出来るだ
け速やかに招集すること」が勧告され
た。これを受けて、アメリカ政府およ
び国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が中心

となって野生動植物の国際取引の規
制のための条約作成作業が進められ
た。１９７５年７月に絶滅のおそれのある
野生動植物の種の国際取引に関す
る条約（以下、ワシントン条約）が発効
された。日本は、１９８０年１１月に締約
国となった。
　同条約に基づく水際規制を補完す
るために国内の取引規制を行う法律
として絶滅のおそれのある野生動植
物の譲渡の規制等に関する法律（１９
８２年）が制定された。
　１０年後の１９９２年、環境と開発に関
する国際連合会議において「生物の
多様性に関する条約」の採択に向け
た動きが活発化したことから、日本と
しても早急に種の保存を目的とした
制度を確立することが急がれる状況
となり、絶滅のおそれのある野生動植
物の種の保存に関する法律（１９９２
年）が制定され、１９９３年４月に施行さ
れた。この時、二つの譲渡の規制に関
する法律が種の保存法に統合され廃
止された。また、特殊鳥類として指定
された国内の鳥類３８種が国内希少種
に、二国間渡り鳥条約の対象種１３３
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か？』花伝社２００６年）。
　筆者（東京在住）もダム予定地を
案内され歩いたが、沢も森もいきい
きとして実に美しく、水没させるには
あまりにも惜しい。ましてや「いらな
い」ダムである。八ッ場ダムもそうで
あるが、裁判を重ねてダム計画に関
する事実が明らかになるたび、「いら
ない」という確信は強まる。秋田県の
財政は厳しく、人口減少も著しい状況
で、公金支出の適正さを担保する地
方自治法、地方財政法、住民訴訟制
度が十分に活かされなければならな

い。
　成瀬川と合流する皆瀬川は、上流
に皆瀬ダムがつくられて濁りのとれな
い川になってしまった。成瀬川で魚を
採ったりしている地元の人は、このこ
とをよく知っていて、成瀬川を皆瀬川
のようにはしたくないと思っている。
　貴重な自然、自治体の財政をまも
るため、裁判での勝利をめざすととも
に、「成瀬ダムいらない」の声がひろ
がるよう活動していきます。全国のみ
なさま、ご支援下さいますようお願い
します。

沈む赤滝
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種およびワシントン条約対象種４８２
種が国際希少種として、当該譲渡に
関する法律の廃止に伴い指定種が
種の保存法に移行された。

　種の保存法制定当時のマスコミの
記事を見ると、環境庁の意気込みが
伺える。
　１９９２年２月から３月の記事では、
「審議会答申は、人類が地球のあらゆ
るところに影響を及ぼしている現代、
野生動植物を放置しておいては、種
の絶滅は防ぎきれず、人による積極
的な保護対策が急務と強調。さらに
野生動植物の種の保護はその個体
だけではなく、生息地も一体として進
め、対策は将来の状態を見通して行
うべきとしている。」「日本の野生生物
保護は他の先進国に比べ大幅に立
ち遅れている。米国では１９７３年に「絶
滅のおそれのある種の法」を制定、最
高懲役５年、罰金２万ドルという強い
罰則すら用意して、違法取引や生息
地の破壊を取り締まっている。自国の
原産種の絶滅の危機からの回復を国
家の義務と考えるだけでなく世界の
野生生物保護に積極的に関与すべ
きだとする思想がうかがえる。環境庁
は野生生物保護法の制定により、一
気に「自然保護に不熱心な国ニッポ
ン」の汚名返上を目指す。」
　このように種の保存法制定当時
は、多くの市民から期待された法律で
あった。

　レッドデータブックは、絶滅のおそ
れのある野生生物について形態、生
態、分布、生育・生息環境、絶滅の要
因、保全対策などのより詳細な情報
が記載された書籍のことであり、１９６６
年にＩＵＣＮが中心となって作成された
ものに始まり、現在は各国や団体に
よって、これに準じるものが多数作成
されている。
　国内でレッドデータブックの策定
をいち早く手掛けたのは、ＷＷＦジャ

パンと日本自然保護協会による「我
が国における保護上重要な植物種の
現状」であり１９８９年に出版された。こ
れをきっかけに環境省が国版を作成
したのである。
　レッドデータブックから絶滅のおそ
れのある野生生物の名称、カテゴ
リーなどの最低限の情報のみをリス
トするものをレッドリストと言うが、最
新の知見では、絶滅の恐れのある種
が３５９７種リストされている。その内、
種の保存法の国内希少種として指定
されているものは、現在９０種のみで
あり約３％の指定にとどまっている。
過去５年間で比較すると２００７年に３，
１５５種であったものが２０１３年には、
３，５９７種となり、約４５０種も増加して
いる。

　種の指定が遅遅として進まない根
本的な原因は、レッドリストには科学
者による「絶滅のおそれのある野生
生物の選定・評価検討会」が設置さ
れ検討されているのに対し、種の保
存法では中央環境審議会の意見を
聞かなければならないとされている
ところにある。また、同審議会の下に
野生生物部会が置かれ主に選定の
有無について議論されるがほとんど
の場合、行政主導の指定手続であり、
国内希少種選定の基準・方法やプロ
セスが不透明であり、絶滅の危険性
よりも環境省が指定しやすい、また
は、指定したい種を選んでいるのが
現状である。
　環境大臣が諮問した生物を審議す
るのではなく、科学的見地から絶滅の
おそれの高い種や保全施策を積極
的にとるべき種を選定し、大臣に対し
て指定を促す権限を持った常設の科
学委員会を設置して、国内希少野生
動植物種の指定を推進すべきであ
る。

　日本の種の保存法は、アメリカの
種の保存法を参考にしたと言われて
いる。指定種数や回復計画で比較し

ても比べものにならない。アメリカで
は、現在、１，３８２種が指定され、１，１３７
の回復計画が進められているのに対
し、日本の回復計画は、わずか４９件に
止まっている。
　ＥＵでは、飛翔する鳥類と生きもの
の生息地の二つに分けて規定されて
あり、生息地については、付表Ⅰに保
護すべき生態系があげられ、付表Ⅱ
では具体的種があげられ加盟国は、
これに従って対応しなければいけな
い。日本の国土とほぼ同じ面積のド
イツと比較すると生息地は、３４，６５
５ｋｍ２が指定されているのに対し、日
本の生息地等保護区は、８，８５０ｋｍ２

であり４倍も差がある。

　生物多様性基本法の附則２条およ
び生物多様性条約第１０回締約国会
議で定まった愛知目標を受けて、種
の保存法の施行状況の見直しが２０１
１年１０月から始まった。
　１０月から２０１２年２月まで、我が国
の絶滅のおそれのある野生生物の保
全に関する点検会議が３回開催され、
同時並行的に１１月から２０１２年１月ま
で、希少野生生物の国内流通管理に
関する点検会議が２回開催された。３
月には、絶滅のおそれのある野生生
物の保全に関する点検の結果がまと
められ報道された。
　その後、おざなりのまま８ヶ月間が
経過し、昨年１２月に中央環境審議会
野生生物部会で絶滅のおそれのある
野生生物の保全につき今後講ずべき
措置について諮問された。この諮問
を受け、１２月２０日から２０１３年１月１８
日まで「絶滅のおそれのある野生生
物の保全につき今後講ずべき措置に
ついて（答申案）」がパブリックコメン
トに掛けられた。
　残念ながら野生生物部会が開かれ
ることもなく、種の保存法の改正案が
環境省内部で進められ、２月８日には
内閣法制局のやり取りもほぼ終わり、
法案がまとまっていると連絡を得た。
　種の保存法では、中央環境審議会
の意見を聴かなければならないはず
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だが、審議会の答申がされないまま、
法案だけが一人歩きし、違法な状況
が続いている。生物多様性基本法の
第２１条で、政策形成に民意を反映し、
その過程の公正性、透明性を確保し、
事業者、民間の団体など多様な主体
の意見を求め、これを十分考慮した
上で政策形成を行う、としている。こ
の点からも民意無視の政策決定がさ
れていることは甚だ遺憾である。

　都道府県で希少種条例が策定さ
れてあり、２０１１年１０月現在、３１都道
府県で制定されているが、１６府県で
未制定であり、特に東北地域は、岩手
県を除き、空白地帯となっている。ま
た、商業的に繁殖可能でその譲渡・
譲受の監視が必要な種を指定する
「特定希少野生動植物種」の指定制
度があり、高山植物やラン科の植物
の採取・譲渡が問題となっているが、
種指定がされているのは北海道と３
県だけであり、制度があっても種が指
定されていない、または、制度がない
都府県も多く、希少な植物は、保全さ
れていない。

　種の保存法は、ワシントン条約の
国内法として水際規制を補完するた
めに国内の取引規制を行うという役
割がある。
　トラフィックイーストアジアジャパ
ンでは、種の保存法の改正における４
つの最優先課題を挙げ政府に改正
法の修正を求めている。
①　生きた国際希少野生動物種の
個体登録の際、分類群ごとの特性に
応じて有効な識別技術・手法を用い、
一対一の個体識別が確実に行えるよ
うにする。登録された個体の情報や
取引経緯などを一元化し、一般公開
される仕組みを制度化すること。
②　国際希少野生動植物を取り扱う
業者の登録を必須とする。業者登録
の要件に同法あるいは関連法規への
違反がないことを含め、更に登録業

者情報は公表すること。
③　交雑個体に関する定義や記述
が「種の保存法」でなされていないた
めに、希少野生動植物種の交雑個体
が規制対象の種として扱われずに法
規制から外れている。ワシントン条約
と同等レベルに交雑個体を規制対象
とすること。
④　希少野生動植物種の「個体等の
範囲」について、「容易に識別するこ
とができる」の部分を削除し、識別困
難を理由に規制対象外とならないよ
うにすること。

　絶滅の恐れのある野生生物が増
大しつつあるなかで、種の指定もまま
ならず、保護区も少なく、都道府県に
おける希少種保護の施策も遅々とし
て進んでいない。国際的にもワシント
ン条約の対策も遅れている。
　日本の野生生物は、無主物であり
国のものでも国民のものでもない。
野生生物と言う声なき被害者の為
に、今私たちは、失われた２０年間を取
り戻すべく政策決定者である国会議
員に対して、最善を尽くすよう要請し
ている。

　環境省は、今回の一部改正案に５
年後の見直し条項が付くので５年後
に抜本的な見直しをすれば良いと言
う。四半世紀も絶滅の恐れのある野
生生物を保全できず放置する姿勢に
種の保存法に価値があるのか疑問を
抱かざるを得ない。
　説明不足の項目もあるが、政権与
党および野党に対して私たちは、抜
本的な見直しに向けた以下の項目を
提案している。
①　種の絶滅を防ぐためには、種の
保全と流通の制限の２本立てで検討
すべきである。
②　目的条項に「生物の多様性の確
保」を明記するべきである。
③　種の選定、指定に関して法律に
基づく常設の科学委員会を設置すべ
きである。

④　国民による種の指定提案制度を
設けるべきである。
⑤　指定後のモニタリングの仕組み
をつくり、その結果を保護増殖事業
（回復計画）の対象選定に活用する
べきである。
⑥　「絶滅のおそれのある野生生物
種の保全戦略」を全省庁横断で策定
し法定計画とするべきである。
⑦　保全の為に十分な予算措置を
担保するべきである。
⑧　学校教育及び社会教育を推進
する条項を設け、教育・普及啓発を促
進すべきである。
⑨　都道府県の希少種保全の条例
等、取り組みを努力規定とすべきで
ある。
⑩　国際希少野生生物の流通管理
の視点から見た「種の保存法」改正に
おける４つの最優先課題を実行すべ
きである。
⑪　最後に、半年から２年後には、抜
本的な見直しを行うべきであり、その
為の検討作業を開始すべきである。


